
令 和 ６ 年 ５ 月 １ ５ 日

秋田市新エネルギー産業推進室

秋田市再生可能エネルギー関連企業進出意向調査業務委託に係る

公募型プロポーザルに対する質問への回答

標題について、次のとおり回答します。

No 質問内容 回 答

１ ２ 事業の目的

ａ 貴市との「親和性」の具体 洋上風力発電事業が先進的に展開されてい

的な定義についてご教示願いま る状況や再エネ工業団地の計画などの市の特

す。 性を踏まえ、進出可能性が高い企業を想定し

ています。

ｂ「戦略的かつ効率的」の具体 行政単独では企業情報や企業の意向等の詳

的な定義についてご教示願いま 細について把握することは困難であり、本市

す。 への進出可能性の低い企業へ無作為にアプロ

ーチをするのではなく、可能性のある企業へ

優先的に、そして計画的にアプローチする意

図を示しています。

２ 仕様書P1 ４ 業務内容(1) アン 60～70社程度の企業から回答を得ることを

ケート調査の設計・実施 ア調査 前提に、過去のアンケート調査事例から回収

対象企業の項目に記載のある、 率を５％程度と想定し、1,300社に設定しま

「(ｱ)～(ｴ)に該当する首都圏等の した。

企業約1,300社」の数の算出はど

のように行ったかご教示頂けます

でしょうか。

３ 質問１の企業数に該当する企業 企業名のリスト提供は行いません。

名のリストは業務実施にあたって

提供頂けるものでしょうか。

４ 仕様書P1 ４ 業務内容(1) アン 企業数約1,300社は目安としており、本事

ケート調査の設計・実施 ア調査 業の効果を高めるためにアンケートの企業数

対象企業の項目に記載のある、 を増やすことは妨げず、提案内容により評価

「(ｱ)～(ｴ)に該当する首都圏等の します。

企業」について、(ｱ)～(ｴ)に該当

する場合であれば、企業数を増や

して調査を行うことは問題ないで

しょうか。



５ ４(1) アンケート調査の設計

・実施

ａ 対象企業が「約1,300社」 60～70社程度の企業から回答を得ることを

である根拠についてご教示願いま 前提に、過去のアンケート調査事例から回収

す。 率を５％程度と想定し、1,300社程度に設定

しました。

ｂ アンケート実施の上で「必 企業名、業種、事業内容、従業員数、資本

要となる基本情報」の定義につい 金等の企業に関する基礎的な情報を指してい

て、ご教示願います。 ます。

ｃ 「秋田市新エネルギービジ 「秋田市新エネルギービジョン」の基本方

ョンに資する関連業者」の具体的 針に位置づけられた各種施策の推進に寄与す

な定義についてご教示願います。 ることが期待できる事業者を意味します。

６ ５ 成果品(1)および(2) 報告書については、４業務内容（１）アン

「報告書」および「ガイド」の ケート調査の設計・実施、（２）アンケート

具体的な仕様についてご教示願い 結果の集計・分析、（３）マッチング訪問の

ます。 業務一式の結果をとりまとめた報告書を提出

して下さい。

ガイドについてはカラーで製本したものと

し、用紙サイズ等については提案により評価

の対象とします。

７ 評価基準書 ②企画提案の内容 洋上風力発電事業が先進的に展開されてい

「本市の事業環境」の具体的な る状況や再エネ工業団地の計画に加え、再生

定義についてご教示願います。 可能エネルギー関連産業に関わる民間事業者

や団体の動向などを想定しています。


